
イ　住宅施策における住宅の確保支援
　障害のある人等の住宅の確保に特に配慮を
要する人の居住の安定を確保することは、「住
生活基本法」の基本理念の一つであり、その
理念に則り賃貸住宅の供給促進に関する基本
事項等を定めた「住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づ
き、以下の通り公営住宅やそれを補完する公
的賃貸住宅の的確な供給及び民間賃貸住宅へ
の円滑な入居の支援等の各種施策を一体的に
推進している。
①　 障害のある人に配慮した公的賃貸住宅の
供給

　公的賃貸住宅は、障害のある人の心身の状
況、その他の配慮を必要とする事情を勘案し、
以下のように供給されている。
　公営住宅においては、入居者の募集・選考
に際し、障害のある人を含む世帯は特に住宅
困窮度が高いものとして、地方公共団体の裁
量により一定の上限の下、入居者の収入基準
を緩和するとともに、当選率の優遇、別枠選
考等の措置を講じている。

　地域優良賃貸住宅制度においては、民間事
業者等に対し、整備費及び家賃減額のための
助成を行い、障害のある人を含む世帯等を対
象とした良質な賃貸住宅の供給を促進してい
る。本制度においては、障害のある人を含む
世帯について地方公共団体の裁量により別枠
選考等の措置ができるものとしている。
　また、独立行政法人都市再生機構賃貸住宅
（以下、「都市再生機構賃貸住宅」）において
は、障害のある人を含む世帯に対して、入居
者の収入基準の緩和、１階又はエレベーター
停止階への住宅変更、新規賃貸住宅募集時の
当選倍率の優遇等の措置を講じている。
②　民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
　障害のある人を含む世帯等の民間賃貸住宅
への円滑な入居を促進するため、地方公共団
体、不動産関係団体、居住支援団体等が組織
する居住支援協議会が相談・情報提供等、地
域の実情に応じた活動を行っているところで
あり、これらの取組みに対する支援を実施し
ている。
　また、一般財団法人高齢者住宅財団が実施

■図表６-11　グループホームの事業運営イメージ
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する家賃債務保証制度の活用を推進し、障害
のある人を含む世帯等の民間賃貸住宅への円
滑な入居を支援している。なお、家賃債務に
加え、原状回復や訴訟に要する費用も保証の
対象にしている。

ウ　住宅施策と福祉施策との連携
　公的賃貸住宅の整備に際して、障害のある
人の生活に関連したサービスを備えた住宅を
整備するため、障害者福祉施設との一体的な
整備を推進するとともに、障害のある人を対
象とした住まいづくり・まちづくりに関する
先導的な取組についても支援している。
　公営住宅については、障害のある人の共同
生活を支援することを目的とするグループ
ホーム事業へ活用することができることとし
ており、公営住宅等を障害のある人向けのグ
ループホームとして利用するための改良工事
費について支援している。
　また、生活支援サービス付き公営住宅（シ
ルバーハウジング）については、住宅施策と
福祉施策の密接な連携の下に供給されている
ところであり、地方公共団体の長が特に必要
と認める場合に、障害のある人を含む世帯の
入居を可能とし、その居住の安定を図っている。
　民間賃貸住宅については、居住支援協議会
を活用し、障害のある人を含む世帯等の民間
賃貸住宅への円滑な入居を支援している。
　また、住宅市街地総合整備事業、優良建築
物等整備事業、市街地再開発事業等において、
デイサービスセンター、保育所等の社会福祉
施設等を整備する場合、一定の条件を満たす
ものに対し建築主体工事費の一部を補助対象
とし、障害のある人等の生活しやすい市街地
環境の形成を図っている。
（住宅については、「第６章　住みよい環境
の基盤づくり　第１節　障害のある人の住み
よいまちづくりと安全・安心のための施策」
も参照。）

（３）自立及び社会参加の促進

　障害のある人が社会の構成員として地域で
共に生活することができるようにするととも
に、その生活の質的向上が図られるよう、生
活訓練、コミュニケーション手段の確保等の
施策を行っている。
　平成18年10月から、市町村及び都道府県が
創意工夫によって地域の特性や利用者の状況
に応じて柔軟に事業を行う地域生活支援事業
を実施し、障害のある人の社会参加と自立支
援を推進している。
　なお、「身体障害者補助犬法」により、身
体に障害のある人が公共的施設や不特定かつ
多数の者が利用する施設等を利用する場合に
おいて、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬
及び聴導犬）の同伴が可能となった。さらに、
平成19年度に「身体障害者補助犬法の一部を
改正する法律」が成立し、平成20年４月から、
都道府県等が苦情の申し出等に関する対応を
することが明確化され、同年10月から、一定
規模以上の事業所や事務所において、勤務す
る身体障害者が補助犬を使用することを拒ん
ではならないこととされている。
　また、都道府県地域生活支援事業において、
身体障害者補助犬育成事業が実施されている。
　国立障害者リハビリテーションセンター自
立支援局においては、視覚に障害のある人を
対象に、日常生活や社会活動に必要な訓練（歩
行、点字、パソコン、調理、ロービジョン（保
有視覚機能を最大限に活用するための訓練）
等）の実施や、重度の肢体不自由のある人を
対象に、医学的管理の下に日常生活に必要な
機能回復訓練、日常生活動作訓練、職能訓練
等を実施し、より充実した社会生活を円滑に
送ることを目的とした自立訓練（機能訓練）
を行っている。
　また、高次脳機能障害のある人が、職場や
家庭で自立して生活する力を身につけるため
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